
 

豊田市地震被害予測結果報告書〔概要版〕 
１ 目的                          

東日本大震災の発生に伴い、内閣府が平成２５年５月に南海トラフの巨大地震に対する被害想定を公表し、

愛知県は、内閣府の被害想定を参考に平成２６年５月に被害想定を公表した。 

広大な山間地域と企業集積地を有する豊田市として、より詳細な被害予測が必要となるため、国や愛知県

の被害想定を参考に、豊田市の地域特性を考慮した被害予測を独自に実施した。 

今後の災害対策の効果的な推進の基礎資料とするために、今回の被害予測結果を活用していく。 
 

２ 調査の特徴 《愛知県よりきめ細かな予測を実施》   ※詳細は別紙資料参照 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

３ 被害予測結果      

（１）地震想定モデル         ：採用モデル 

 
従来の地震想定 

モデル 
 新たな地震想定モデル 

項目 
東海･東南海地震 

（平成 14 年度愛知県の予測） 

 

過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル 

地震 
規模 

M8.27 現在内閣府で検討中  M9.0 

周期 約 100～150 年の間隔 約 100～150 年の間隔 ※1 
1,000 年に一度あるいはそれより
もっと発生頻度が低い 

地震 
想定 

東海地震・東南海地震の

２つの地震連動を想定し

たモデル  

過去に南海トラフで繰り返し発生

している地震のうち、発生したこ

とが明らかで規模の大きい 5 つの

地震を重ね合せたモデル ※2 

南海トラフで発生する恐れのある

地震のうち、あらゆる可能性を考

慮した最大クラスの地震を想定し

たモデル  

直接被害の予測数値 ※3 算出可能 算出可能 

間接被害の予測数値 ※4 算出可能 算出不可 ※5 

※１ 南海トラフ地震の周期。 
※２ 1707 年宝永地震（M8.6）、1854 年安政東海地震（M8.4 ）、1854 年安政南海地震（M8.4）、1944

年昭和東南海地震（M7.9）、1946 年昭和南海地震（M8.0） 
※３「人的被害」「建物被害」「火災被害」に関する予測数値。 
※４「ライフライン」「避難者」「物資不足」「住機能被害」等に関する予測数値。 
※５被害の評価手法は、実際に発生した地震の被害状況及び復旧状況のデータに基づいて設定されているた

め、「理論上最大想定モデル」のライフライン被害等については、これまでの経験をはるかに超える巨大
地震を同様の手法で定量的に想定する事には不確かさが伴う。このため、主として「命を守る」という
観点から地震対策を検討するため、建物被害、人的被害については国及び愛知県の被害の評価手法に準
じて想定したが、不確定要素を多く含むライフライン被害等については、想定の結果が誤った認識を与
える恐れがあることから、愛知県の被害予測と同じように定量的な想定は行わないこととした。 

 

留意事項 
・今回の被害予測結果は、国の中央防災会議及び愛知県の手法に基づいて算出したものであり、一定の条件の

もとに豊田市の被害について想定を行ったものである。実際に発生する地震の規模、揺れなどの発生状況は、
必ずしも想定どおりのものとなるとは限らない。 

・今回の被害予測では、複数の検討ケースの中から、豊田市全体で被害が最大となるケースを中心に想定結果
を掲載している。 

（２） 震度分布図 

従来の地震想定モデル 

 

新たな地震想定モデル 

東海・東南海地震 過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル 

   

〔予測結果〕従来の地震想定モデル（平成１４年度）では、豊田市の最大震度は震度６弱であったが、「過
去地震最大モデル」では、南西部の旧豊田市内のほぼ全域で震度６弱（ごく一部で震度６強）、その他の地
区の大半が震度５強となっている。また、「理論上最大想定モデル」では、上郷・高岡地区を中心に震度６
強、旧豊田市内や下山地区を中心に震度６弱となっている。両モデル共に最大震度は６強と想定される。

（３） 液状化分布図 

従来の地震想定モデル 

 

新たな地震想定モデル 

東海・東南海地震 過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル 

   

〔予測結果〕従来の地震想定モデル（平成１４年度）では、豊田市全体として液状化危険度は低いが、南
西部で液状化危険度の高い箇所が見られた。今回の「過去地震最大モデル」、「理論上最大想定モデル」で
も豊田市全体として液状化危険度は低いが、よりきめ細かな予測を実施したことにより、南西部の中でも
特に上郷地区の低地で液状化危険度が高いことが予測される。 

（４） 建物・人的被害   

 従来の地震想定モデル 

 

新たな地震想定モデル 

項目 
東海・東南海地震 

（夕方） 
過去地震最大モデル

（冬・夕方） 
理論上最大想定モデル 

（冬・夕方） 

建物被害 

（全壊・焼失）

地震動（全壊） ― 502 棟 2,326 棟 

液状化（全壊） ― 25 棟 25 棟 

急傾斜地等（全壊） ― 108 棟 110 棟 

火災（焼失） 約 20 棟 41 棟 1,472 棟 

合計 約 620 棟 677 棟 3,933 棟 

項目 
東海・東南海地震 

（夕方） 
過去地震最大モデル

（冬・深夜） 
理論上最大想定モデル 

（冬・夕方） 

人的被害 

（死者数） 

 

建物倒壊等 ― 23 人 94 人 

急傾斜地崩壊等 ― 7 人 7 人 

火災 ― 1 人 83 人 

ブロック塀の 
転倒、屋外落下物

― 0 人 0 人 

合計 約 10 人 31 人 184 人 

〔予測結果〕従来の地震想定モデル（平成１４年度）では、建物（火災）・人的被害を災害種別ごとに算出
するのではなく、全体的な数値で公表していた。今回の「過去地震最大モデル」「理論上最大想定モデル」
では、災害種別ごとに建物（火災）・人的被害の数値を算定して、より詳細に予測している。 

「過去地震最大モデル」に比べ、「理論上最大想定モデル」は、南西部で震度６強の予測が出ていること
から、地震の揺れによる建物倒壊及び火災の延焼が大きくなることが想定されるため、死者数も多くなっ
ている。 
※「冬・夕方」「夏・昼」「冬・深夜」の３パターンで被害を想定し、そのうち被害の合計が最大となる

パターンを記載している。  
※端数処理のため、合計が各数値の和に一致しない場合がある。  

①DID 地区（人口が集中している旧豊田市の大半）は 50ｍメッシュの地盤モデルを作成。 

（愛知県 平成 14 年度地震モデル：500ｍメッシュ 平成 25 年度地震モデル：250ｍメッシュ）

②建物被害・人的被害・火災被害・避難者について小学校区・中学校区単位で推計を実施。 

③帰宅困難者数について、中京都市圏パーソントリップ調査の対象である、豊田市西部地域（旧

豊田市と旧藤岡町）において、調査データに基づき詳細なゾーン区分で算出。 
④国・県・市道（1 級）道路網の寸断（土砂災害）による孤立集落発生の可能性を検討。 

⑤愛知県のボーリング調査データ（約 2,500 か所）に約 3,500 か所の調査データを加えた約

6,000 か所のボーリング調査データを活用し、より詳細な地質・地盤の分布状況から震度想定

及び液状化危険度を調査。 

平成 27 年 8 月 28 日
報 道 発 表 資 料
社 会 部 防 災 対 策 課



 

（５） 主なライフライン被害（冬・夕方） （ ）：被害率   

 

従来の地震想定モデル 

 

新たな地震想定モデル 

東海・東南海地震 過去地震最大モデル 

母数 
機能障害 

母数 
機能障害  

直後 直後 １日後 ７日後 １ヶ月後

上水道 143,300 戸 
約 30,000 戸 
（約 21％） 

約 432,000 人 
約393,000人
（91％） 

約327,000人
（76％） 

約179,000人
（42％） 若干 

下水道 － 約 800 人 約 276,000 人 
約7,700人 
（3％） 

約222,000人
（81％） 

約1,500人 
（1％） 若干 

電力 143,300 戸 
約 23,000 口 
（約 16％） 

約 224,000 戸
約199,000戸
（89％） 

約180,000戸
（80％） 

約100戸 
（0％） 若干 

〔予測結果〕従来の地震想定モデル（平成１４年度）では、地震直後のみのライフライン機能障害数値を公表
していた。今回の「過去地震最大モデル」におけるライフラインの機能障害数値は、直後・１日後・７日後・
１か月後で推計しており、ライフラインの種別ごとに地震直後からの復旧状況がより詳細に予測された結果を
見ると、ライフラインの供給が安定するまでには、１週間以上の期間を要することが想定される。 

 

（６） 避難者数（冬・夕方） 

 従来の地震想定モデル  

 

新たな地震想定モデル 

東海・東南海地震 過去地震最大モデル 

１日後 １日後 １週間後 １ヶ月後 

避難者総数 
約 1,240 人（自宅建物被害） 

約 11,000 人（ライフライン支障） 
4,000 人 47,345 人 4,000 人 

避難所避難者数 ― 2,400 人 23,672 人 1,200 人 

避難所外避難者数 
― 

1,600 人 23,672 人 2,800 人 

〔予測結果〕従来の地震想定モデル（平成１４年度）では、地震発生から１日後のみの避難者数を公表してい
た。今回の「過去地震最大モデル」における避難者数は、東日本大震災の経験を踏まえ、より実際に即した算
出手法を用いて、１日後・１週間後・１か月後で推計しており、避難者数の地震直後からの増減をより詳細に
予測している。１日後の避難者は主に建物倒壊が原因と考えられ、その後の避難者数については、ライフライ
ン支障（断水）及び復旧などが原因で増減すると想定される。 

 

（７）帰宅困難者数（平日・12時） 
 

備考：「理論上最大想定モデル」の間接被害予測数値〔３（５）～（７）〕は算出不可である。  

詳細は表面※5を参照 

４ 全国から見た豊田市の状況（理論上最大想定モデル） 

   全国の震度分布図      愛知県の震度分布図     豊田市の震度分布図 

 

 

 

 

 

   

〔予測結果〕最大の地震規模となる、「理論上最大想定モデル」による全国の震度分布から見た豊田市の被害
は比較的軽微だが、火災の延焼等による建物被害、人的被害が拡大する恐れがあり、ライフライン被害も
甚大なものになると予想される。一方で沿岸部市町村の津波被害等はさらに深刻であるため、豊田市へ
の全国的な人材・資機材の応援が不足する可能性が高まり、復旧作業も遅れることが想定される。 
 

５ 被害予測結果から見える豊田市への影響 
（１）市内全体での被害は、愛知県内の中では比較的軽微と予想される。しかし、市街地が集積する

南西部での揺れが強いため、旧耐震基準で建てられた建物の多くに全壊及び焼失の被害が生じる
と予想される。また、東部の山間部での揺れは、震度５強以下で、揺れによる直接的な被害は軽
微である一方、斜面崩壊等や道路の途絶等による孤立・生活困難等が予想される。 

（２）豊田市は、広大な面積のため、点検対象となる管路・電線の延長があることから、１週間以上
のライフライン停止に伴う生活困難な状況が予想される。 

（３）市街地が集積する南西部での揺れが強いため、建物被害や屋内での転倒・落下物等によって多
数の負傷者や自力脱出困難者の発生が予想される。 

（４）高速道路からの流入や被害の大きい沿岸部へのアクセスを含め、道路の渋滞が予想され、豊田
市への物資等の応援や負傷者等の搬送が困難になる可能性がある。 

（５）豊田市及び我が国の中心的産業である自動車関連製造業の停止が予想される。 
（６）沿岸部の自治体の被害が甚大であるため、豊田市に対する周辺からの応援の不足が予想される。

また、被害の大きい自治体を支援するための活動拠点としての役割を担うことが予想される。 
 

６ 被害予測結果を踏まえた今後の対応について 
「過去地震最大モデル」と「理論上最大想定モデル」の２つの被害予測の違いと豊田市の特

性を踏まえたうえで、ハード対策とソフト対策の両面において「自助」「共助」「公助」が機
能する共働による災害対策の更なる充実を図っていく。 

（１）過去地震最大モデルの対応方針 
過去における南海トラフでの地震の発生頻度は、約 100 年～150 年の間隔で繰り返しており、

発生確率の高さと被害の予測数値が明らかであることから、避難所や備蓄品など、定量的な目
標を伴う地震対策を進めるうえで、まず対策を進めるべき基本的な被害予測として位置付ける。 

（２）理論上最大想定モデルの対応方針 
千年に一度の発生頻度であるものの、建物・人的被害が大きく予想されることから、少なく

とも命を守ることを目指して、被害の軽減対策を進める上での被害予測として位置付ける。 
（３）災害対策への反映 

１)今回の被害予測結果に基づき、住民の避難やライフラインの確保等を見直し、修正内容を
「豊田市地域防災計画」の改訂に反映する。 

２)「豊田市地域防災計画」を実行に移すため、「豊田市災害対策推進計画」を策定していく。 
３)ライフライン被害想定に基づき、「豊田市業務継続計画（BCP）」の地震による被害想定

を見直し、計画本編を改訂する。 
（４）被災地全体を踏まえた豊田市の対応 

   上記「４ 全国からみた豊田市の状況」を鑑みると、今後、豊田市は自立的な災害対応が求め
られる。さらに、被害が大きい他市町村への直接支援や全国からの支援活動拠点としての役
割が期待されることから、今後は被災地全体を踏まえた広域的な視点による災害対策を推進
していくこととする。 

７ 今後のスケジュール 
平成２７年８月２８日（金）  報道発表 
平成２７年９月１５日（火）  広報とよた（９月１５日号）へ掲載 
平成２８年１月１５日（金）  防災会議（豊田市地域防災計画の改訂） 
平成２８年４月頃       「地震・液状化ハザードマップ」を全戸へ配布  

   平成２８年７月頃       「豊田市災害対策推進計画」の公表 
 

 従来の地震想定モデル  新たな地震想定モデル 

東海・東南海地震 過去地震最大モデル 

計 
職場や学校など 
所属先に留まる
ことが可能な者 

私用等の目的で 

外出している者 
計 

帰宅困難者数 約 60,000 人 
約37,000 人～ 

約40,000 人 

約11,000 人～ 

約13,000 人 

約48,000 人～ 

約53,000 人 

うち豊田市駅周辺 ― 
約2,500 人～ 

約2,600 人 
約1,700 人 

約4,100 人～ 

約4,300 人 

〔予測結果〕従来の地震想定モデル（平成１４年度）では、詳細なゾーンに区分せず、市町村単位で帰宅困難

者数を公表していた。今回の「過去地震最大モデル」における帰宅困難者数は、事業所・学校・店舗等の立地

が多い豊田市西部地域を詳細なゾーン区分で算出している。特に鉄道駅の乗降客数が多い豊田市駅周辺につい

ては、一時的に留まる場所のない買い物客などの帰宅困難者が多く想定される。 

2



調査の特徴

 

 

 

項 目 概  要 

愛知県被害予測（平成１４年度） 全域：500ｍメッシュ 

愛知県被害予測（平成２５年度） 全域：250ｍメッシュ 

豊田市被害予測（平成２６年度） 人口集中地区：50ｍメッシュ その他の地区：250ｍメッシュ 

調査の効果 
旧豊田市内を中心とした人口が集中する地区については、50ｍメッシ
ュにすることで、より詳細な震度分布及び液状化危険度を算出できた
ため、地域に応じた対策の実施が可能となった。 

関連する主な対策 

・地震・液状化ハザードマップ作成（担当課：防災対策課） 
・防災マップ作成支援（担当課：防災対策課） 
・上下水道管路の耐震化 従来の耐震管の敷設計画の見直し 
（担当課：上水…水道維持課 下水…下水道建設課） 

・民間住宅等の耐震化の更なる推進（担当課：建築相談課） など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②建物被害・人的被害・火災被害・避難者について小学校区・中学校区単位で推計を実施。 

 

項 目 概  要 

愛知県被害予測（平成１４年度） 市内全体を対象とした被害予測数値を算出 

愛知県被害予測（平成２５年度） 市内全体を対象とした被害予測数値を算出 

豊田市被害予測（平成２６年度） 小学校区、中学校区を対象とした被害予測数値を算出 

調査の効果 
これまで市内全域で算出していた被害予測数値を地区ごとに算出したこと
で、地区住民が各地区の被害の特徴を踏まえた、具体的な災害対策が可能と
なった。 

関連する主な対策 
・自主防災会等の活動支援（担当課：防災対策課） 
※地域の防災マップの作成、地域の防災訓練の実施等に活用 

・小中学校単位での防災教育への活用（担当課：学校教育課）   など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図 50000（地図画像）を複製したものである。 

図 調査範囲 

 

支所管轄区域【1２地区】 

①DID 地区（人口が集中している旧豊田市の大半）は 50ｍメッシュの地盤モデルを作成。

小学校区【７５区】 

No. 中学校区名 No. 中学校区名 No. 中学校区名

101 崇化館 111 上郷 121 藤岡

102 朝日丘 112 前林 122 藤岡南
103 豊南 113 高岡 123 小原
104 竜神 114 若園 124 足助
105 梅坪台 115 猿投 125 下山
106 逢妻 116 井郷 126 旭
107 高橋 117 猿投台 127 稲武
108 益富 118 保見
109 美里 119 石野
110 末野原 120 松平

中学校区【27 区】 No. 小学校区名 No. 小学校区名 No. 小学校区名 No. 小学校区名

1 童子山 20 市木 39 大畑 58 本城
2 挙母 21 広川台 40 伊保 59 小原中部
3 根川 22 五ヶ丘 41 東保見 60 足助
4 小清水 23 五ヶ丘東 42 浄水 61 冷田
5 前山 24 高嶺 43 西保見 62 追分
6 山之手 25 寿恵野 44 浄水北 63 佐切
7 美山 26 畝部 45 東広瀬 64 則定
8 元城 27 堤 46 中金 65 萩野
9 梅坪 28 若園 47 上鷹見 66 明和
10 朝日 29 竹村 48 幸海 67 新盛
11 平和 30 駒場 49 岩倉 68 大蔵
12 衣丘 31 大林 50 九久平 69 御蔵
13 土橋 32 若林東 51 滝脇 70 花山
14 寺部 33 若林西 52 豊松 71 大沼
15 平井 34 加納 53 飯野 72 巴ヶ丘
16 野見 35 青木 54 石畳 73 小渡
17 古瀬間 36 西広瀬 55 御作 74 敷島
18 矢並 37 四郷 56 中山 75 稲武
19 東山 38 井上 57 道慈

No. 支所名

1 挙母

2 高橋
3 上郷
4 高岡
5 猿投
6 松平
7 藤岡
8 小原
9 足助
10 下山
11 旭
12 稲武

1
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③帰宅困難者数について、中京都市圏パーソントリップ調査の対象である豊田市西部地域 

（旧豊田市と旧藤岡町）において、調査データに基づき、詳細なゾーン区分で算出。 

項 目 概  要 

愛知県被害予測（平成１４年度） 市内全体を対象とした被害予測数値を算出 

愛知県被害予測（平成２５年度） 市内全体を対象とした被害予測数値を算出 

豊田市被害予測（平成２６年度） 豊田市西部地域を対象とした被害予測数値を算出 

調査の効果 
人が移動する際の出発地、到着地、距離、目的に関するデータを基にし
た予測数値をゾーン別、目的別に算出することで、より実態に即した対
策を検討することが可能となった。 

関連する主な対策 

・帰宅困難者対策 （新規事業 担当課：防災対策課） 

※駅周辺の帰宅困難者、郊外の帰宅困難者の移動データの傾向から、一

時滞在施設の確保と食料等必要物資の備蓄を、徒歩帰宅困難者への支援

の観点から帰宅困難者対策を推進  など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 概  要 

愛知県被害予測（平成１４年度） 未算出 

愛知県被害予測（平成２５年度） 未算出 

豊田市被害予測（平成２６年度） 孤立する可能性の高い集落を算出し地区ごとに集計 

調査の効果 

急傾斜地崩壊危険箇所、山腹崩壊危険箇所、地すべり危険箇所の分布状
況を踏まえて、危険度の高い箇所から１５ｍ以内の道路を通行支障区間
として、地震に伴う山崩れ、崖崩れによりアクセス道路が寸断され、孤
立する可能性の高い集落を抽出したことにより、土砂災害の恐れのある
中山間地域の対策を検討することが可能となった。 

関連する主な対策 

・水・食料等の備蓄品、自家発電機・灯光器等の資機材の確保、地域防

災活動の支援（担当課：防災対策課） 

・避難所の停電対策の推進（担当課：防災対策課） 

・道路法面の崩れや落石の恐れのある道路の整備促進（担当課：道路維

持課、地域建設課） など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 ボーリング調査データ数 

 豊田市 愛知県 
愛知県被害予測（平成１４年度） 不明 約 41,500 

愛知県被害予測（平成２５年度） 約 2,500 約 57,000 

豊田市被害予測（平成２６年度） 約 6,000 ― 

調査の効果 
・データ数が増加したことにより、より詳細な地質・地盤の分布状況か
ら震度想定及び液状化危険度の算出が可能となった。 

 

 

④国・県・市道（1 級）道路網の寸断（土砂災害）による孤立集落発生の可能性を検討 

⑤愛知県のボーリング調査データ（約 2,500 か所）に約 3,500 か所の調査データを加えた約

6,000 か所のボーリング調査データを活用し、より詳細な地質・地盤の分布状況から震度想定

及び液状化危険度を調査。 

パーソントリップゾーン図 パーソントリップゾーン別帰宅困難者数 

 

ボーリング調査データ位置図 

ゾーン

13001 約 6,500 ～ 約 8,700 約 1,000 ～ 約 1,400 約 7,400 ～ 約 10,000
13002 約 1,900 ～ 約 2,200 約 600 ～ 約 600 約 2,500 ～ 約 2,900
13003 約 1,700 ～ 約 2,500 約 700 ～ 約 1,000 約 2,500 ～ 約 3,500
13101 約 1,000 ～ 約 1,000 約 1,100 ～ 約 1,200 約 2,100 ～ 約 2,200
13102 約 200 ～ 約 200 約 60 ～ 約 90 約 200 ～ 約 200
13201 約 2,500 ～ 約 2,600 約 1,700 ～ 約 1,700 約 4,100 ～ 約 4,300
13202 約 1,100 ～ 約 1,100 約 500 ～ 約 600 約 1,700 ～ 約 1,700
13203 約 5,900 ～ 約 6,300 約 1,400 ～ 約 1,900 約 7,300 ～ 約 8,200
13204 約 3,300 ～ 約 3,600 約 900 ～ 約 1,100 約 4,400 ～ 約 4,500
13205 約 1,200 ～ 約 1,200 約 400 ～ 約 500 約 1,600 ～ 約 1,700
13206 約 2,500 ～ 約 2,800 約 800 ～ 約 900 約 3,300 ～ 約 3,700
13207 約 1,000 ～ 約 1,000 約 400 ～ 約 500 約 1,500 ～ 約 1,500
13301 約 2,100 ～ 約 2,300 約 700 ～ 約 800 約 2,900 ～ 約 3,000
13302 約 1,900 ～ 約 1,900 約 200 ～ 約 200 約 2,100 ～ 約 2,100
13303 約 3,100 ～ 約 3,300 約 600 ～ 約 800 約 3,900 ～ 約 4,000

約 37,000 ～ 約 40,000 約 11,000 ～ 約 13,000 約 48,000 ～ 約 53,000豊田市計

職場や学校など
所属先のある者

私用等の目的で
外出している者

小計

目的別の帰宅困難者数

過去地震最大
モデル

理論上最大想定
モデル_陸側

挙母地区 0 - -

高橋地区 0 - -

上郷地区 0 - -

高岡地区 0 - -

猿投地区 0 - -

保見地区 0 - -

石野地区 4 4 3

松平地区 20 20 20

藤岡地区 19 7 7

小原地区 43 40 40

足助地区 58 58 58

下山地区 35 34 35

旭地区 35 29 29

稲武地区 11 11 11

豊田市 225 203 203

地区
農業集落

数

孤立する可能性の高い集落数

孤立する可能性の高い集落数 
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